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平成 27 年 10 月 26日 

各      位 

会 社 名 株 式 会 社 マ ル マ エ 

代表者名 代表取締役社長 前田 俊一 

( コード番号：6264 東証マザーズ ) 

問合せ先 取締役管理部長 藤山 敏久 

( TEL．0996-64-2900 )

監査等委員会設置会社への移行および定款の一部変更に関するお知らせ

当社は、本日開催の取締役会において、「監査等委員会設置会社」へ移行する方針を決定し、ま

たこれに伴いまして、平成 27 年 11 月 28 日開催予定の当社第 28 期定時株主総会に「定款の一部

変更の件」を付議することについて決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

なお、本件に伴う役員人事につきましては、本日付の「監査等委員会設置会社移行後の新体制

に関するお知らせ」にて別途開示しております。 

記 

１．監査等委員会設置会社への移行

（１） 移行の目的

当社は今般、取締役会の監督機能の強化によるコーポレート・ガバナンスの充実の観点

から、監査等委員会設置会社に移行することといたしました。 

（２） 移行の時期

平成 27 年 11 月 28 日開催予定の当社第 28 期定時株主総会において、必要な定款変更に

ついてご承認いただき、監査等委員会設置会社に移行する予定です。 

２．定款の一部変更

（１） 定款変更の理由

① 「会社法の一部を改正する法律」（平成 26 年法律第 90 号）が平成 27 年５月１日に施行

されたことに伴い、新たな機関設計として監査等委員会設置会社制度が導入されました。

つきましては、当社は、取締役会の監督機能の強化によるコーポレート・ガバナンスの

充実の観点から、監査等委員会設置会社に移行することとし、これに伴い、監査等委員

会設置会社への移行に必要な、監査等委員である取締役及び監査等委員会に関する規定

の新設ならびに監査役及び監査役会に関する規定の削除等の変更を行うものであります。 

② 当社の今後の事業拡大に備えた機動的な資金調達を可能にするため、現行定款第６条（発

行可能株式総数）について、現行の 22,152,000 株から 22,384,800 株に変更するもので

あります。 

③ 会社法の改正により、責任限定契約を締結することができる役員等の範囲が変更された

ことに伴い、今後も取締役として有用な人材の招聘を継続的に行うことを目的として、

取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）との間で責任限定契約を締結することを
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可能とするため、現行定款第 27 条（取締役の責任免除）に係る規定を変更するものであ

ります。なお、現行定款第 27条に係る規定の変更に関しましては、各監査役の同意を得

ております。 

④ 当社は、事業再生ＡＤＲ手続の一環として一部債務の株式化を図り、Ａ種優先株式を発

行しておりましたが、平成 27 年５月 29 日をもって発行する全株を自己株式として取得

し消却しておりますので、Ａ種優先株式に関する規定の削除を行うものであります。 

その他、上記の各変更に伴う所要の変更を行うものであります。 

（２） 変更の内容

変更の内容は別紙のとおりです。 

（３） 日程

平成 27 年 11 月 28 日開催予定の当社第 28 期定時株主総会においてご承認いただく予定

です。 

以上
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【別紙】 

変更の内容は、次のとおりであります。 

（下線部分は変更箇所を示しております） 

現 行 定 款 変 更 案 

第１章 総則 第１章 総則 

第１条～第３条 （条文省略） 第１条～第３条 （現行どおり） 

第４条 （機関） 

当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の

機関を置く。 

１）取締役会 

２）監査役

３）監査役会

４）会計監査人 

第４条 （機関） 

当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の

機関を置く。 

１）取締役会 

２）監査等委員会

（削除） 

３）会計監査人 

第５条 （条文省略） 第５条 （現行どおり） 

第２章 株式 第２章 株式 

第６条 （発行可能株式総数） 

当社の発行可能株式総数は、22,152,000株と

する。 

２.当会社の各種類の株式の発行可能種類株式

総数は、次のとおりとする。

普通株式22,152,000株

Ａ種優先株式600株

第６条 （発行可能株式総数） 

当社の発行可能株式総数は、22,384,800株と

する。 

（削除） 

第６条の２ （単元株式数） 

当会社の単元株式数は、普通株式につき100

株とし、Ａ種優先株式につき１株とする。 

第６条の２ （単元株式数） 

当会社の単元株式数は、100株とする。 

第６条の３～第９条 （条文省略） 第６条の３～第９条 （現行どおり） 

第２章の２ 優先株式 （削除） 

第９条の２（Ａ種優先株式）

当会社の発行するＡ種優先株式（以下「Ａ種

株式」という。）の内容は、次の各項に定める

とおりとする。

１（Ａ種優先配当金）

(1)Ａ種優先配当金

当会社は、Ａ種株式について、平成23年８

月31日を含む事業年度に係る剰余金の配当

を行わない。

当会社は、平成23年９月１日以降の各事業年

度に係る剰余金の配当を行うときは、Ａ種株

式を有する株主(以下「Ａ種株主」という。)

またはＡ種株式の登録株式質権者(以下「Ａ種

登録株式質権者」という。)に対し、普通株式

を有する株主(以下「普通株主」という。)ま

たは普通株式の登録株式質権者(以下「普通登

（削除） 
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現 行 定 款 変 更 案 

録株式質権者」という。)に先立ち、Ａ種株

式１株当たりの払込金額(1,000,000円。た

だし、Ａ種株式について、株式分割、併合

その他調整が合理的に必要とされる事由が

発生した場合には、当会社取締役会により

合理的に調整された額とする。)に、剰余金

の配当に係る基準日の属する事業年度ごと

に下記(2)に定める年率(以下「Ａ種優先配

当年率」という。)を乗じて算出した額(円

位未満小数第３位まで算出し、その小数第

３位を四捨五入する。)の剰余金(以下「Ａ

種優先配当金」という。)の配当を行う。

(2)Ａ種優先配当金の額

Ａ種優先配当年率は､平成23年９月１日以

降、次回年率修正日(以下において定義す

る。)の前日までの各事業年度について､下

記算式により計算される年率とする。

Ａ種優先配当年率＝日本円TIBOR(６か月

物)＋1.50％

Ａ種優先配当年率は、％位未満小数第３位

まで算出し、その小数第３位を四捨五入す

る。「年率修正日」は、平成23年９月１日以

降の毎年９月１日とする。当日が、銀行休

業日の場合は前営業日を年率修正日とす

る。

「日本円TIBOR(６か月物)」とは、各事業年

度の初日(当日が銀行休業日の場合は前営

業日)の午前11時における日本円６か月物

トーキョー・インター・バンク・オファー

ド・レート(日本円TIBOR(６か月物))として

全国銀行協会によって公表される数値を指

すものとする。

日本円TIBOR(６か月物)が公表されていな

ければ、同日(当日が銀行休業日の場合は前

営業日)ロンドン時間午前11時におけるユ

ーロ円６か月物ロンドン・インター・バン

ク・オファード・レート(ユーロ円LIBOR６

か月物(360日ベース))として英国銀行協会

(BBA)によって公表される数値またはこれ

に準ずるものと認められるものを日本円

TIBOR(６か月物)に代えて用いるものとす

る。
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現 行 定 款 変 更 案 

 (3)非累積条項

ある事業年度においてＡ種株主またはＡ種

登録株式質権者に対して支払う剰余金の配

当の額がＡ種優先配当金の額に達しないと

きは、その不足額は、翌事業年度以降に累

積しない。

(4)非参加条項

Ａ種株主またはＡ種登録株式質権者に対し

てはＡ種優先配当金を超えて配当は行わな

い。ただし、当会社が行う吸収分割手続の

中で行われる会社法第758条第８号ロもし

くは同法第760条第７号ロに規定される剰

余金の配当または当会社が行う新設分割手

続の中で行われる会社法第763条第12号ロ

もしくは同法第765条第１項第８号ロに規

定される剰余金の配当についてはこの限り

ではない。

２（残余財産の分配）

(1)残余財産の分配

当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ

種株主またはＡ種登録株式質権者に対し、

普通株主および普通登録株式質権者に先立

ち、Ａ種株式１株につき1,000,000円(ただ

し、Ａ種株式について、株式分割、株式併

合その他調整が合理的に必要とされる事由

が発生した場合には、当会社取締役会によ

り合理的に調整された額とする。)を支払

う。

(2)非参加条項

Ａ種株主またはＡ種登録株式質権者に対し

ては、上記(1)のほか残余財産の分配は行わ

ない。

３（議決権）

Ａ種株主は、株主総会において議決権を有

しない。

４（種類株主総会における決議）

当会社が、会社法第322条第１項各号に掲げ

る行為をする場合においては、法令に別段

の定めのある場合を除き、Ａ種株主を構成

員とする種類株主総会の決議を要しない｡

５（普通株式を対価とする取得請求権）

(1)取得請求権の内容

 Ａ種株主は、平成28年11月１日から平成32

年11月１日までの期間(以下「株式対価取得
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現 行 定 款 変 更 案 

 請求期間」という。)中、下記(2)に定める

条件で、当会社がＡ種株式の全部または一

部を取得するのと引換えに当会社の普通株

式を交付することを請求することができる

(以下「株式対価取得請求」という。)。

 (2)株式対価取得請求により交付する普通株

式数の算定方法

株式対価取得請求に基づき当会社がＡ種株

式の取得と引換えにＡ種株主に対し交付す

べき当会社の普通株式の数は、当該Ａ種株

式に係る払込金額の総額(ただし、Ａ種株式

について、株式分割、株式併合その他調整

が合理的に必要とされる事由が発生した場

合には、当会社取締役会により合理的に調

整された額の総額とする。)を本号に定める

交付価額で除して算出される数(小数第１

位まで算出し、その小数第１位を切り捨て

る。)とする。なお、Ａ種株式を取得するの

と引換えに交付すべき当会社の普通株式の

算出にあたり１株未満の端数が生じたとき

は、会社法第167条第３項に従い金銭を交付

する。

イ 交付価額

交付価額は、平成23年７月20日に始まる連

続する30取引日の各取引日の株式会社東京

証券取引所(以下「東京証券取引所」とい

う。)における当会社の普通株式の普通取引

の毎日の終値(気配値を含む。)の平均値(終

値のない日数を除く。なお、上記平均値の

計算は、円位未満小数第２位まで算出し、

その小数第２位を四捨五入する。)に相当す

る金額とする。ただし、当該金額が27,000

円を下回る場合には、交付価額は27,000円

とする。

ロ 交付価額の調整

(a)当会社は、Ａ種株式の発行後、下記(b)に

掲げる各事由により当会社の普通株式数に

変更を生じる場合または変更を生じる可能

性がある場合は､次に定める算式(以下「交

付価額調整式」という。)をもって交付価額

を調整する。

交付普通

株式数
×

１株当たりの

払込金額 
既発行

普通

株式数

＋

１株当たり時価 

調 整 後

交付価額
＝

調 整

前

交付価

額

×

既発行普通株式数＋交付普通株式数

交付価額調整式の計算については、円位未

満小数第２位まで算出し、その小数第２位

を四捨五入する。
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現 行 定 款 変 更 案 

交付価額調整式で使用する「１株当たり時

価」は、調整後の交付価額を適用する日に

先立つ45取引日目に始まる連続する30取引

日の東京証券取引所における当会社の普通

株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を

含む。)の平均値(終値のない日数を除く。

なお、上記平均値の計算は、円位未満小数

第２位まで算出し、その小数第２位を四捨

五入する。)とする。

交付価額調整式で使用する「既発行普通株

式数」は、普通株主に下記(b)(ⅰ)ないし

(ⅳ)の各取引に係る基準日が定められてい

る場合はその日、また当該基準日が定めら

れていない場合は、調整後の交付価額を適

用する日の１か月前の日における当会社の

発行済普通株式数から、当該日における当

会社の有する当会社の普通株式数を控除し

たものとする。

交付価額調整式で使用する「交付普通株式

数」は、普通株式の株式の分割が行われる

場合には、株式の分割により増加する普通

株式数(基準日における当会社の有する普

通株式に関して増加した普通株式数を含ま

ない。)とし、普通株式の併合が行われる場

合には、株式の併合により減少する普通株

式数(効力発生日における当会社の有する

普通株式に関して減少した普通株式数を含

まない｡)を負の値で表示して使用するもの

とする。

交付価額調整式で使用する「１株当たりの

払込金額」は、下記(b)(ⅰ)の場合は当該払

込金額(金銭以外の財産を出資の目的とす

る場合には適正な評価額、無償割当ての場

合は０円)、下記(b)(ⅱ)及び(ⅳ)の場合は

０円、下記(b)(ⅲ)の場合は下記(b)(ⅴ)で

定める対価の額とする。

(b)交付価額調整式によりＡ種株式の交付

価額の調整を行う場合及びその調整後の交

付価額の適用時期については、次に定める

ところによる。

(ⅰ)上記(a)に定める１株当たり時価を下

回る払込金額をもって普通株式を交付する

場合(無償割当ての場合を含む。)(ただし、

当会社の交付した取得条項付株式、取得請

求権付株式もしくは取得条項付新株予約権
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 (新株予約権付社債に付されたものを含む。

以下本ロにおいて同じ。)の取得と引換えに

交付する場合または普通株式の交付を請求

できる新株予約権(新株予約権付社債に付

されたものを含む。以下本ロにおいて同

じ。)その他の証券もしくは権利の転換、交

換または行使により交付する場合を除く。)

調整後の交付価額は、払込期日(募集に際し

て払込期間が設けられたときは当該払込期

間の最終日とする。以下同じ｡)または無償

割当ての効力発生日の翌日以降これを適用

する。

ただし、当会社普通株主に募集株式の割当

てを受ける権利を与えるためまたは無償割

当てのための基準日がある場合は、その日

の翌日以降これを適用する。

(ⅱ)普通株式の株式分割をする場合調整後の

交付価額は、普通株式の株式分割のための

基準日の翌日以降これを適用する。

(ⅲ)取得請求権付株式、取得条項付株式もし

くは取得条項付新株予約権であって、その取

得と引換えに上記(a)に定める１株当たり時

価を下回る対価(下記(ⅴ)において定義され

る。以下同じ。)をもって普通株式を交付す

る定めがあるものを交付する場合(無償割当

ての場合を含む。)、または上記(a)に定める

１株当たり時価を下回る対価をもって普通

株式の交付を請求できる新株予約権その他

の証券もしくは権利を交付する場合(無償割

当ての場合を含む。)

調整後の交付価額は、交付される取得請求

権付株式、取得条項付株式もしくは取得条

項付新株予約権、または新株予約権その他

の証券もしくは権利(以下「取得請求権付株

式等」という。)の全てが当初の条件で取得、

転換、交換または行使され普通株式が交付

されたものとみなして交付価額調整式を準

用して算出するものとし、交付される日ま

たは無償割当ての効力発生日の翌日以降こ

れを適用する。ただし、当会社の普通株主

に取得請求権付株式等の割当てを受ける権

利を与えるためまたは無償割当てのための

基準日がある場合は、その日の翌日以降こ

れを適用する。

(ⅳ)普通株式の併合をする場合

調整後の交付価額は、株式の併合の効力発

生日以降これを適用する。
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(ⅴ)上記(ⅲ)における対価とは、取得請求権

付株式等の交付に際して払込みその他の対

価関係にある支払がなされた額(時価を下回

る対価をもって普通株式の交付を請求でき

る新株予約権の場合には、その行使に際して

出資される財産の価額を加えた額とする。)

から、その取得、転換、交換または行使に際

して取得請求権付株式等の所持人に交付さ

れる普通株式以外の財産の価額を控除した

金額を、その取得、転換、交換または行使に

際して交付される普通株式の数で除した金

額をいう。

(c)上記(b)に定める交付価額の調整を必要と

する場合以外にも、次に掲げる場合には、当

会社は、必要な交付価額の調整を行う。

(ⅰ)当会社を存続会社とする合併、株式交換、

会社分割または株式移転のために交付価額

の調整を必要とするとき。

(ⅱ)交付価額を調整すべき事由が２つ以上相

接して発生し、一方の事由に基づく調整後の

交付価額の算出にあたり使用すべき時価に

つき、他方の事由による影響を考慮する必要

があるとき。

(d)交付価額調整式により算出された調整後

の交付価額と調整前の交付価額との差額が

１円未満の場合は、交付価額の調整は行わな

いものとする。ただし、かかる調整後の交付

価額は､その後交付価額の調整を必要とする

事由が発生した場合の交付価額調整式にお

いて調整前交付価額とする。

(e)交付価額の調整が行われる場合には､当会

社は、関連事項決定後直ちに、Ａ種株主また

はＡ種登録株式質権者に対して、その旨なら

びにその事由、調整後の交付価額、適用の日

及びその他の必要事項を通知しなければな

らない。

６（金銭を対価とする取得請求権）

(1)金銭を対価とする取得請求権の内容

Ａ種株主は、当会社に対し、平成28年11月１

日以降、毎年11月１日に、Ａ種株式の全部ま

たは一部の取得と引換えに金銭を交付する

ことを請求(以下「金銭対価取得請求」とい

う。)することができる。当会社は、かかる

金銭対価取得請求がなされた場合には、当該

金銭対価取得請求が効力を生じた日(以下

「金銭対価取得請求日」という。)における
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取得上限額(下記(2)において定義される｡)

を限度として法令上可能な範囲で､金銭対価

取得請求日に、Ａ種株式の全部または一部の

取得と引換えに、金銭の交付を行うものとす

る。この場合において、取得上限額を超えて

金銭対価取得請求がなされた場合には、当会

社が取得すべきＡ種株式は金銭対価取得請

求がなされた株数に応じた比例按分の方法

により決定する。

(2)取得価額

金銭対価取得請求が行われた場合における

Ａ種株式１株当たりの取得価額は、

1,000,000円(ただし、Ａ種株式について、株

式分割、株式併合その他調整が合理的に必要

とされる事由が発生した場合には、当会社取

締役会により合理的に調整された額とす

る｡)とする。

「取得上限額」は、金銭対価取得請求がなさ

れた事業年度の直前の事業年度末日(以下

「分配可能額計算日」という｡)における分配

可能額(会社法第461条第２項に定めるもの

をいう。以下同じ｡)を基準とし、分配可能額

計算日の翌日以降当該金銭対価取得請求日

(同日を含まない｡)までの間において、(ⅰ)

当会社株式に対してなされた剰余金の配当、

ならびに(ⅱ)本第６項または第８項もしく

は取得することを当会社取締役会において

決議されたＡ種株式の取得価額の合計を減

じた額とする。ただし、取得上限額がマイナ

スの場合は０円とする。また､分配可能計算

日における貸借対照表に計上されている現

金及び預金の合計額から取得上限額を減じ

た額が150,000,000円を下回る場合は当該額

とし、当該額がマイナスの場合は０円とす

る。

７（普通株式を対価とする取得条項）

(1)普通株式を対価とする取得条項の内容

当会社は、平成28年11月１日以降いつでも､

当会社の取締役会が別に定める日の到来を

もって、Ａ種株式の全部または一部を取得す

るのと引き換えに、Ａ種株主またはＡ種登録

株式質権者に対して当会社の普通株式を交

付することができる(以下「株式対価強制取

得」という｡)。なお、一部取得を行う場合に

おいて取得するＡ種株式は、比例按分その他

当会社の取締役会が定める合理的な方法に
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よって決定されるものとする。

(2)株式対価強制取得により交付する普通株

式数の算定方法

株式対価強制取得に基づき当会社がＡ種株

式の取得と引換えにＡ種株主に対し交付す

べき当会社の普通株式の数は、当該Ａ種株式

に係る払込金額の総額(ただし、Ａ種株式に

ついて、株式分割、株式併合その他調整が合

理的に必要とされる事由が発生した場合に

は、当会社取締役会により合理的に調整され

た額の総額とする。)を交付価額で除して算

出される数(小数第１位まで算出し、その小

数第１位を切り捨てる。)とする。なお、Ａ

種株式を取得するのと引換えに交付すべき

当会社の普通株式の算出にあたり１株未満

の端数が生じたときは、会社法第234条に従

ってこれを取り扱う。

８（金銭を対価とする取得条項）

(1)金銭を対価とする取得条項の内容

当会社は、平成23年９月１日以降いつでも､

当会社の取締役会が別に定める日(以下「金

銭対価強制取得日」という｡)の到来をもっ

て、Ａ種株式の全部または一部を取得するの

と引換えに、当該金銭対価強制取得日におけ

る分配可能額を限度として、Ａ種株主または

Ａ種登録株式質権者に対して金銭を交付す

ることができる(以下「金銭対価強制取得」

という｡)。なお、一部取得を行う場合におい

て取得するＡ種株式は、比例按分その他当会

社の取締役会が定める合理的な方法によっ

て決定されるものとする。

(2)取得価額

金銭対価強制取得が行われる場合における

Ａ種株式１株当たりの取得価額は、

1,000,000円(ただし、Ａ種株式について、株

式分割、株式併合その他調整が合理的に必要

とされる事由が発生した場合には、当会社取

締役会により合理的に調整された額とす

る｡)とする。
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第３章 株主総会 第３章 株主総会 

第10条～第16条 （条文省略） 第10条～第16条 （現行どおり） 

第16条の２ （種類株主総会）

第11条の規定は、毎事業年度末日の翌日から

３ヶ月以内に招集される種類株主総会にこ

れを準用する。

２．第12条、第13条、第14条第１項及び第15条

の規定は、種類株主総会にこれを準用する。

３．第14条第２項の規定は、会社法第324条第

２項の規定による種類株主総会の決議にこ

れを準用する。

（削除） 

第４章 取締役および取締役会 第４章 取締役および取締役会 

第17条 （員数） 

当会社の取締役は、６名以内とする。 

（新設） 

第17条 （取締役の員数） 

当会社の取締役（監査等委員である取締役を

除く。）は、６名以内とする。 

２．当会社の監査等委員である取締役は、３名

以内とする。

第18条 （選任方法） 

取締役は､株主総会において選任する｡ 

２．（条文省略） 

３．（条文省略） 

第18条 （取締役の選任方法） 

取締役は、監査等委員である取締役とそれ以

外の取締役とを区別して、株主総会の決議に

よって選任する。 

２．（現行どおり） 

３．（現行どおり） 

第19条 （任期） 

取締役の任期は、選任後２年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時株主

総会の終結の時までとする。 

２．増員、または補欠として選任された取締役

の任期は、在任取締役の任期の満了すべき時

までとする。

（新設） 

（新設） 

（新設） 

第19条 （取締役の任期） 

取締役（監査等委員である取締役を除く。）

の任期は、選任後１年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時株主総会

の終結の時までとする。 

（削除） 

２．監査等委員である取締役の任期は、選任後

２年以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時株主総会の終結の時までとす

る。

３．任期の満了前に退任した監査等委員である

取締役の補欠として選任された監査等委員

である取締役の任期は、退任した監査等委員

である取締役の任期の満了する時までとす

る。

４．補欠の監査等委員である取締役の選任の効

力は、当該選任のあった株主総会後２年以内

に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の開始の時までとする。
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第20条 （代表取締役及び役付取締役） 

取締役会は、その決議によって代表取締役を

選定する。 

２．取締役会は、その決議によって取締役会長、

取締役社長各１名、取締役副社長、専務取締

役、常務取締役各若干名を定めることができ

る。 

第20条 （代表取締役及び役付取締役） 

取締役会は、その決議によって取締役（監査

等委員である取締役を除く。）の中から代表

取締役を選定する。 

２．取締役会は、その決議によって取締役（監

査等委員である取締役を除く。）の中から取

締役会長、取締役社長各１名、取締役副社長、

専務取締役、常務取締役各若干名を定めるこ

とができる。 

第21条 （条文省略） 第21条 （現行どおり） 

第22条 （取締役会の招集通知） 

取締役会の招集通知は、会日の３日前までに

各取締役及び各監査役に対して発する。ただ

し、緊急の必要があるときは、この期間を短

縮することができる。 

２．取締役及び監査役の全員の同意があるとき

は、招集の手続きを経ないで取締役会を開催

することができる。 

第22条 （取締役会の招集通知） 

取締役会の招集通知は、会日の３日前までに

各取締役に対して発する。ただし、緊急の必

要があるときは、この期間を短縮することが

できる。 

２．取締役の全員の同意があるときは、招集の

手続きを経ないで取締役会を開催すること

ができる。 

第23条 （条文省略） 第23条 （現行どおり） 

第24条 （取締役会の議事録） 

取締役会における議事の経過の要領および

その結果ならびその他法令に定める事項に

ついては、これを議事録に記載または記録す

る。 

第24条 （取締役会の議事録） 

取締役会における議事の経過の要領および

その結果ならびにその他法令に定める事項

については、これを議事録に記載または記録

し、出席した取締役が記名押印または電子署

名する。 

第25条 （条文省略） 第25条 （現行どおり） 

第26条 （報酬等） 

取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価

として当会社から受ける財産上の利益（以

下、「報酬等」という。）は、株主総会の決議

によって定める。 

第26条 （取締役の報酬等） 

取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価と

して当会社から受ける財産上の利益は、監査等

委員である取締役とそれ以外の取締役とを区

別して、株主総会の決議によって定める。 

（新設） 第27条 （重要な業務執行の決定の委任）

取締役会は、会社法第399条の13第６項の規

定により、その決議によって重要な業務執行

（同条第５各号に掲げる事項を除く。）の決

定の全部または一部を取締役に委任するこ

とができる。

第27条 （取締役の責任免除） 

当会社は、会社法第426条第１項の規定によ

り、任務を怠ったことによる取締役（取締役

であった者を含む。）の損害賠償責任を、法

令の限度において、取締役会の決議によって

免除することができる。 

第28条 （取締役の責任免除） 

当会社は、会社法第426条第１項の規定によ

り、任務を怠ったことによる取締役（取締役

であった者を含む。）の損害賠償責任を、法

令の限度において、取締役会の決議によって

免除することができる。 
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２．当会社は、会社法第427条第１項の規定に

より、社外取締役との間に、任務を怠ったこ

とによる損害賠償責任を限定する契約を締

結することができる。ただし、当該契約に基

づく責任の限度額は、360万円以上であらか

じめ定めた金額または法令が規定する額の

いずれか高い額とする。 

２．当会社は、会社法第427条第１項の規定に

より、取締役（業務執行取締役等であるもの

を除く。）との間に、任務を怠ったことによ

る損害賠償責任を限定する契約を締結する

ことができる。ただし、当該契約に基づく責

任の限度額は、法令が規定する額とする。 

第５章 監査役及び監査役会 （削除） 

第28条 （員数）

当会社の監査役は、４名以内とする。

（削除） 

第29条 （選任方法）

監査役は､株主総会において選任する。

２．監査役の選任決議は､議決権を行使すること

ができる株主の議決権３分の１以上を有する

株主が出席し､その議決権の過半数をもって

行う。

（削除） 

第30条 （任期）

監査役の任期は、選任後４年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会の終結の時までとする。

２．任期の満了前に退任した監査役の補欠とし

て選任された監査役の任期は、退任した監査

役の任期の満了する時までとする。

（削除） 

第31条 （常勤の監査役）

監査役会は、その決議によって常勤の監査役

を選定する。

（削除） 

第32条 （監査役会の招集通知）

監査役会の招集通知は、会日の３日前までに

各監査役に対して発する。ただし、緊急の必

要があるときは、この期間を短縮することが

できる。

２．監査役全員の同意があるときは、招集の手

続きを経ないで監査役会を開催することが

できる。

（削除） 

第33条 （監査役会の議事録）

監査役会における議事の経過の要領および

その結果ならびその他法令に定める事項に

ついては、これを議事録に記載または記録す

る。

（削除） 
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第34条 （監査役会規程）

監査役会に関する事項は、法令または本定款

のほか、監査役会において定める監査役会規

程による。

（削除） 

第35条 （報酬等）

監査役の報酬等は、株主総会の決議によって

定める。

（削除） 

第36条 （監査役の責任免除）

当会社は、会社法第426条第１項の規定によ

り、任務を怠ったことによる監査役（監査役

であった者を含む。）の損害賠償責任を、法

令の限度において、取締役会の決議によって

免除することができる。

２．当会社は、会社法第427条第１項の規定に

より、社外監査役との間に、任務を怠ったこ

とによる損害賠償責任を限定する契約を締

結することができる。ただし、当該契約に基

づく責任の限度額は、360万円以上であらか

じめ定めた金額または法令が規定する額の

いずれか高い額とする。

（削除） 

（新設） 第５章 監査等委員会

（新設） 第29条 （監査等委員会の組織）

監査等委員会は、全ての監査等委員で組織す

る。

２．監査等委員の過半数は、社外取締役でなけ

ればならない。

（新設） 第30条 （監査等委員会の招集通知）

監査等委員会の招集通知は、会日の３日前ま

でに各監査等委員に対して発する。ただし、

緊急の必要があるときは、この期間を短縮す

ることができる。

 ２．監査等委員の全員の同意があるときは、招

集の手続きを経ないで監査等委員会を開催

することができる。

（新設） 第31条 （常勤の監査等委員）

監査等委員会は、その決議によって常勤の監

査等委員を選定することができる。

（新設） 第32条 （監査等委員会規程）

監査等委員会に関する事項は、法令または本

定款のほか、監査等委員会において定める監

査等委員会規程による。
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（新設） 第33条 （監査等委員会の議事録）

監査等委員会における議事の経過の要領お

よびその結果ならびにその他法令に定める

事項については、これを議事録に記載または

記録し、出席した監査等委員がこれに記名押

印または電子署名する。

第６章 会計監査人 第６章 会計監査人 

第37条（条文省略） 第34条（現行どおり） 

第７章 計算 第７章 計算 

第38条～第41条 （条文省略） 第35条～第38条 （現行どおり） 

（新設） 附則

 （監査役の責任免除）

当会社は、第28期定時株主総会終結前に任務

を怠ったことによる監査役（監査役であった者

を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度におい

て、取締役会の決議によって免除することがで

きる。

（注）当社は、平成 27年７月 14 日開催の取締役会において、普通株式１株につき３株の株式分

割により、当社定款第６条に定める発行可能株式総数につき平成 27 年９月１日をもって、

7,384,000 株から 22,152,000 株に変更する旨決議しております。 


